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連結子会社の異動に関するお知らせ 

 

 当行は、本日開催の取締役会において、当行 100％子会社である東和ビジネス株式会社（以

下、「東和ビジネス」）が、群馬綜合ガードシステム株式会社（以下、「群馬綜合ガードシステム」）

に吸収合併されることにつき、合意することを決議いたしました。これにより、東和ビジネス

は消滅会社となるため、当行連結子会社は 6 社から 5 社になります。なお、東和ビジネス、群

馬綜合ガードシステムにおいても取締役会で合併契約の締結を決議しており、関係者の見解は

相違ないものであり下記の通りお知らせいたします。 

 

 

記 

 
１． 異動の理由 

東和ビジネスは、昭和 51 年 8 月に当行の現金及び文書帳票類の輸送集配業務の受託会社と

して当行 100％出資の連結子会社として設立いたしました。 

今般、当行が子会社東和ビジネスに委託している業務について、より効率的な運営を図る

目的より、群馬綜合ガードシステムに引継ぐことといたしました。 

 

２． 異動の方法 

（１） 群馬綜合ガードシステムを存続会社、東和ビジネスを消滅会社とする吸収合併です。 

（２） 合併予定日は、平成 23 年 10 月 1 日です。 

 

 

 

 

 

 

 



 

３．異動する子会社の概要 

① 商     号 東和ビジネス株式会社 

② 事 業 内 容 現金等の輸送集配業務 文書帳票類の輸送集配業務 

③ 設 立 年 月 日 昭和 51 年 8 月 14 日 

④ 本 店 所 在 地 群馬県前橋市亀里町 1299－1 

⑤ 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 原口 秀明 

⑥ 資  本  金 20,000,000 円 

株 主 名 出 資 比 率 
⑦ 大株主及び持株比率 

株式会社 東和銀行 100％ 

⑧ 決  算  期 3 月 31 日 

資 本 関 係 

当行は東和ビジネス株式会社が発行す

る株式 40,000 株（持株比率 100％）を

保有しております。 

取 引 関 係 

当行は東和ビジネス株式会社に当行の

現金輸送業務及び文書帳票類輸送業務

を業務委託しております。 

⑨ 当 行 と の 関 係 

人 的 関 係 
当行の取締役 1 名が東和ビジネス株式

会社の取締役を兼務しております。 

⑩ 異動する子会社の最近 2 年間の経営成績及び財政状態       （単位未満切捨）

 平成 22 年 3 月期 平成 23 年 3 月期 

売        上 304 百万円 299 百万円

経  常  利  益 5 百万円 10 百万円

当  期  利  益 6 百万円 4 百万円

1 株当たり当期純利益 170 円 48 銭 115 円 60 銭

総    資    産 99 百万円 102 百万円

純    資    産 47 百万円 52 百万円

1 株 当たり 純 資 産 1,192 円 80 銭 1,308 円 41 銭

 

 

４．合併の相手先の概要 

①商号 群馬綜合ガードシステム株式会社 

②事業内容 機械警備業務 常駐警備業務 現金等の警備輸送業務 

③設立年月日 昭和 49 年 4 月 8 日 

④本店所在地 群馬県前橋市大渡町 2－1－5 

⑤代表者の役職・氏名 代表取締役社長 川崎 弘 

⑥資本金 10,000,000 円 

⑦純資産 5,636 百万円（平成 23 年 3 月 31 日現在） 

⑧総資産 6,456 百万円（平成 23 年 3 月 31 日現在） 

⑨決算期 3 月 31 日 

⑩大株主及び持株比率 綜合警備保障株式会社 50％ 



資本関係 

群馬綜合ガードシステム株式会社は当行

が発行する株式 522,000 株（持株比率

0.17％）を保有しております。（平成 23

年 3 月 31 日現在） 

取引関係 

当行は群馬綜合ガードシステム株式会社

と当行の一部キャッシュコーナーの警備

業務の委託契約を締結しております。 

人的関係 該当事項はありません。 

⑪ 当 行 と の 関 係 

関連当事者へ 

の該当状況 
該当事項はありません。 

 

 

５．異動の日程 

①取締役会決議 平成 23 年 7 月 29 日 

②合併契約書の締結 平成 23 年 7 月 29 日 

③合併予定日（効力発生日） 平成 23 年 10 月１日（予定） 

 

 

６．当行の業績への影響 

本合併による当行の経費削減効果は期待出来ますが、それが当期連結業績に与える影響

は軽微です。 

 

以上 


